
令和７年度 市民協働の担い手育成・連携強化等に関する協働事業委託業務（再募集） 

 仕様書 

 

１ 事業目的 

 市民協働を促進するための担い手育成や中間支援の強化を目的とした人材育成

に向けて、公募型プロポーザル方式により、審査選考のうえ、市民活動団体と市双

方の得意分野を生かした事業を実施することにより、さらなる市民協働の促進を図

る。 

 

２ 事業の履行期間 

  契約の日から令和８年３月 19日まで 

 

３ 委託業務の内容 

次のテーマに該当する委託業務を実施する。 

〇自治会等の地縁団体との連携強化 

  NPO 等の市民活動団体が、自治会等の地縁団体と連携し、ノウハウや人的資源

等を活用して地域課題の解決に取り組む。 

 

４ 本事業の遂行にあたっては、市民協働の理念に則り、本市担当者と緊密に連絡を

取り合うよう努め、必要な場合は十分に協議を行い、本事業が効果的に進められる

よう留意すること。 

 

５ 完了認定 

事業完了報告書及び事業の過程において作成した成果品の提出をもって、委託業

務の完了とする。 

 

６ 委託料の支払方法 

  前金払１回（委託料の９／10以内）及び完了払 

 

７ 著作権 

（１）受託者は、契約の履行の成果物（契約を履行する上で得られた記録等を含む。

以下（「成果物」という。）が著作権法（昭和 45年法律第 48号）第２条第１項第

１号に規定する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該成果

物に係る受託者の著作権（著作権法第 21条から第 28条までに規定する権利をい

う。）を当該成果物の引渡時に市に無償で譲渡するものとする。 

（２）受託者は、成果物が著作権に該当するしないにかかわらず、市が次の各号に

掲げる行為をすることについて同意するものとする。 

①成果物の内容を自由に公表すること。 

②成果物の利用目的実現のため、必要な範囲内でその内容を改変すること。 



（３）受託者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、次の各号に

掲げる行為をしてはならない。ただし、市の承諾を得た場合はこの限りではない。 

①成果物に乙の実名又は変名を表示すること。 

②成果物の内容を公表すること。 

③成果物を使用又は複製すること。 

（４）受託者は、受託者が契約を履行する上で開発したプログラム（著作権法第 10

条第１項第９号に規定するプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作

権法第 12条の２に規定するデータベースの著作物をいう。）について、市が別に

定めるところにより、当該プログラム及びデータベースを利用することに同意す

るものとする。 

 

【 注意事項 】 

 

（１）個人情報の取り扱いに関する事項 

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に

含む個人情報をいう。）を含む。）を取り扱う場合においては、別に定める「個人情報

取扱注意事項」を遵守すること。 

 

（２）暴力団等不当介入に関する事項 

１．契約の解除 

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成 20 年四日市市告示第

28 号）第３条又は第４条の規定により、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準

に基づく入札参加資格停止措置に相当すると判断されるときは、契約を解除すること

がある。 

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務 

（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報並びに業務発注所

属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。 

（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂行に支障が生じた

り、納期等に遅れが生じるおそれがあるときには、業務発注所属と協議を行うこと。 

（３）（１）（２）の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準

に基づく入札参加資格停止等に準じる措置を講ずることがある。 

 

（３）障害者差別解消に関する事項 

１．対応要領に沿った対応 

（１）この契約による事務・事業の実施（以下「本業務」という。）の委託を受けた

者（以下「受託者」という。）は、本業務を履行するに当たり、障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下「法」という。）に定

めるもののほか、障害を理由とする差別の解消の推進に関する四日市市職員対応要領

（平成２９年２月２８日策定。以下「対応要領」という。）に準じて、「障害を理由と



する不当な差別的取扱いの禁止」及び「社会的障壁の除去のための合理的な配慮の提

供」等、障害者に対する適切な対応を行うものとする。 

（２）（１）に規定する適切な対応を行うに当たっては、対応要領に示されている障

害種別の特性について十分に留意するものとする。 

２．対応指針に沿った対応 

上記１に定めるもののほか、受託者は、本業務を履行するに当たり、本業務に係る対

応指針（法第１１条の規定により主務大臣が定める指針をいう。）に則り、障害者に

対して適切な対応を行うよう努めなければならない。 


